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財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　
市
の
財
政
状
況
は
、
歳
入
の
根

幹
と
な
る
市
税
の
増
収
を
期
待
で

き
な
い
状
況
が
続
き
ま
す
。

　
歳
出
で
は
、
公
債
費
（
過
去
に

借
り
入
れ
た
市
債
の
返
済
）
が
減

少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
そ
れ
以

外
の
毎
年
必
要
な
事
業
費
や
人
件

費
は
、
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
ま
ま
で
は
、
今
後
も
こ
れ

ま
で
と
同
程
度
の
歳
出
が
必
要
に

な
る
と
見
込
ま
れ
る
た
め
、
徹
底

的
な
効
率
化
を
行
い
、
歳
出
を
抑

制
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
総
合
計
画
の
め
ざ

す
都
市
像
「
で
あ
い 

ふ
れ
あ
い　

さ
さ
え
あ
い 

輝
き
つ
な
ぐ
ま
ち
」

を
実
現
す
る
た
め
の
事
業
を
進
め

る
と
と
も
に
、
持
続
可
能
な
財
政

運
営
に
向
け
た
取
り
組
み
を
強
化

し
て
い
き
ま
す
。

　
な
お
、
決
算
の
概
要
や
「
歳
入

歳
出
決
算
書
」、
決
算
の
分
析
を

ま
と
め
た
「
決
算
成
果
報
告
書
」

は
、
市
役
所
２
階
の
市
政
情
報

コ
ー
ナ
ー
と
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

公
開
し
て
い
ま
す
。

一
般
、
特
別
会
計
と
も
黒
字

　

28
年
度
は
一
般
会
計
が

約
３
億
１
０
０
０
万
円
の
黒

字
、
特
別
会
計
も
全
体
で
約

13
億
２
０
０
０
万
円
の
黒
字
を
確

保
し
ま
し
た
。
一
般
会
計
の
決
算

規
模
は
、歳
入
が
約
５
２
１
億
円
、

歳
出
は
約
５
１
７
億
円
。
27
年
度

と
比
べ
、
歳
入
は
約
41
億
円
、
歳

出
は
約
40
億
円
の
減
少
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
歳
出
の
減
少
は
、
教
育
費
で
の

学
校
耐
震
化
終
了
や
、
消
防
費
で

旧
松
山
浄
水
場
跡
地
、
土
木
費
で

花
屋
敷
団
地
建
替
用
地
の
購
入
費

が
な
く
な
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因

で
す
。
歳
入
の
減
少
は
、
プ
レ
ミ

ア
ム
付
き
商
品
券
な
ど
の
事
業
終

了
で
国
庫
支
出
金
が
、
ま
た
、
学

校
耐
震
化
な
ど
の
大
規
模
事
業
終

了
で
市
債
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど

が
主
な
要
因
で
す
。

　
「
普
通
債
」
の
増
加
は
、
市
民

体
育
館
・
運
動
場
や
矢
問
畦
野
線

の
整
備
な
ど
に
よ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
特
別
会
計
の
「
中
央
北

地
区
土
地
区
画
整
理
事
業
」
は
、

事
業
の
進
捗
に
よ
っ
て
、
残
高
が

　
歳
出
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占

め
る
民
生
費
の
主
な
事
業
は
、
生

活
保
護
の
支
給
や
障
が
い
者
総
合

支
援
な
ど
が
あ
り
、
新
規
事
業
と

し
て
市
立
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備

に
着
手
し
ま
し
た
。

　
衛
生
費
は
健
康
診
査
の
実
施
費

用
や
ご
み
分
別
収
集
、
市
立
川
西

病
院
へ
の
補
助
な
ど
。
ま
た
、
総

務
費
は
市
政
全
体
を
推
進
す
る
経

費
に
加
え
、
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の

振
興
費
用
な
ど
で
す
。
28
年
度
は

市
民
体
育
館
の
整
備
や
キ
セ
ラ
川

西
プ
ラ
ザ
（
複
合
施
設
）
整
備
の

費
用
な
ど
を
支
出
し
ま
し
た
。

一般会計

区分

会計別

歳入決算額

A B C（A－B） C－DD

歳出決算額 実質収支額

8,942万4億0,142万516億7,463万520億7,605万

歳入・歳出
差引額

翌年度に
繰り越すべき
財源（※）

国民健康保険事業
後期高齢者医療事業
農業共済事業
介護保険事業
用地先行取得事業

（注）端数処理のため、各項目の差引額の数値が一致しない場合があります（以下の表も同じ）
※28年度に収入済みのもののうち、29年度に繰り越す事業に充てるための財源

中央北地区
土地区画整理事業

特
別
会
計

3億1,201万
010億0,473万196億3,306万206億3,779万 10億0,473万
08,440万28億5,333万29億3,773万 8,440万
00557万557万 0
02億3,497万113億7,840万116億1,337万 2億3,497万
7万7万17億1,137万17億1,143万 0

22万

（円）

22万21億5,595万21億5,617万 0

219.8
200.6 196.9 199.4

28年度25年度22年度19年度

その他個人市民税 固定資産税

102.6 91.2

76.9

32.5

91.2

72.0

33.7

91.5

74.4

33.5

77.6

39.6
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200
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（
億
円
）

市税 38.3%

国庫支出金

一般会計歳入の内訳

市債 10.6%

15.8%地方交付税 12.8%

県支出金 5.6%

諸収入 3.8%
その他 8.8%

地方消費税交付金
4.3%

H28
決算

歳入歳出の決算状況

一般会計歳入と市税収入の推移

市税収入の推移
　市税収入には市民税や固定資産税
の他、軽自動車税や市たばこ税など
があります。
　その中でも、個人市民税と固定資
産税が約８割を占めています。
　現在、税収はほぼ横ばい状態が続
いています。
　個人市民税の割合は市税収入の約
半分。今後、少子高齢化などで、働
く世代が減ることが予想されますの
で、市税収入は減少する見込みです。

一般会計歳入の内訳
　歳入の約４割を市民の皆さんが納
める市税が占めています。
　次に割合の多い国庫支出金は、特
定の事業を実施するために、国が使
い道を限定して交付するものです。
また、地方交付税は、自治体の財源
不足や自治体間の財源の不均衡など
を調整するため交付されるもので
す。
　市債は事業を行うため、国や金融
機関などから借り入れるお金です。

一
般
会
計
歳
出

市
債
残
高
の
状
況
と
基
金
残
高
の
推
移

28 年度の
決算状況

【問合せ】財政課
（740）1130

増
え
て
い
ま
す
。

　
基
金
は
一
般
家
庭
で
い
う
貯
金

に
あ
た
り
ま
す
。
28
年
度
の
基
金

残
高
は
、
市
債
の
返
済
や
基
金
の

目
的
に
沿
っ
て
活
用
し
た
た
め
、

減
少
し
て
い
ま
す
。

財
政
状
況
の

今
後
の
見
通
し

持
続
可
能
な

財
政
運
営
に
向
け
て

市債残高の状況 基金残高の推移

合　計 516億7,463万円

農林業振興・就労支援その他 1億8,968万円

商業・観光振興商工費 2億3,761万円

議会の運営・議員報酬議会費 4億6,059万円

消防や救急、防災対策消防費 16億4,903万円

小・中学校教育、生涯学習教育費 44億4,040万円

道路や市街地の整備土木費 52億1,248万円

市債の返済公債費 55億6,466万円

文化・スポーツ振興総務費 61億6,884万円

保健・医療や環境対策衛生費 71億2,045万円

福祉サービスの提供民生費 206億3,089万円

主な事業内容区　分 決算額

民生費 39.9％

総務費 11.9％

公債費 10.8％

土木費 10.1％

教育費 8.6％

消防費 3.2％
その他 1.7％

衛生費
13.8％

3234
5469

25年度 26年度 27年度 28年度25年度 26年度 27年度 28年度

その他財政基金 減債基金
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臨時財政対策債 (※)

※地方交付税の一部の代わりとして、
借り入れができる市債

用地先行取得事業
中央北地区土地区画整理事業

普通債
その他

8.3

15.3

22.4

24.7

4.7

8.4
11.6

12.7

27.9

11.6

5.6

29.8

580 584
616 630

207

235

64

92

201

230

68

83

166

222

69

73

167

218

62

64


